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1. はじめに 

 豪雨時には急傾斜面において斜面崩壊が多く発生し，

社会的に大きな問題となる．特にモンスーンアジアに

おいては雨期の多雨により広域で斜面災害が生じてい

る．降雨の頻度と量の変化に伴い水関連災害の頻発と

強度の増加が懸念され，人々の生活を脅かす可能性が

ある．そこで，本研究ではタイ全域を対象領域として，

統計的斜面崩壊発生確率モデル，将来降雨予測値およ

び経済損失モデルを用いて斜面崩壊の将来展望を明示

することを目的とする． 

2. 解析方法 

 斜面崩壊発生確率の解析に小野ら(2014)が構築した

統計的斜面崩壊発生確率モデルを用いた 1)．発生確率モ

デルに多重ロジスティック回帰分析を利用した．回帰

分析の結果，発生確率 P は以下の式で示される． 
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a：回帰分析における切片(-17.494)，  ：回帰分析に

おける回帰係数(  h=1179.25,  r=0.0097)，hydro：動

水勾配（単位無し） relief ：起伏量（m）である． 

次に，斜面崩壊年平均期待被害額を求めた．斜面崩

壊の被害額は多々納・高木(2005)らの手法を参考に被害

の大きさ×被害の発生確率で求めた 2)．土地利用毎の予

測損失単価及び土地利用面積を用いて斜面崩壊の被害

額を推定した．再現期間 5 年,10 年,20 年，30 年,50 年,100

年における，再現期間の被害額の相加平均値は区間平

均被害額，超過確率の差は区間確率である．これらを

乗じることにより年平均期待被害額が求まる．再現期

間 100 年を超えると斜面崩壊発生確率の増加がみられ

ないことから，本研究では再現期間 100 年までを考慮

した年平均被害額を推定した． 

3. データセット 

 タイ全域の斜面崩壊の影響評価の為に，本研究では

降雨データ，地形データ，土壌データと土地利用デー

タを用いた．降雨データでは将来予測値として Coupled

 Model Intercomparison Project Phase 5（CMIP5）で公

開されている全球気候モデル（GCM）の中から 10 種類

のモデルによる出力値を利用した．これらは渡部ら(20

13)の手法により APHRODITE を真値として，ダウンス

ケールされたデータである 3)．将来気候値として 21 世

紀再現実験による 2040年から 2059年 20年間（近未来）

および 2080 年から 2099 年の 20 年間（遠未来）のデー

タを利用する．空間解像度は緯度経度 0.5 度格子である．

現在気候値として APHRODITE プロダクトの日降雨量

データを利用した．空間解像度は緯度経度 0.25 度格子

である．地形データとして斜面傾斜度および起伏量を

利用した．斜面傾斜度と降雨データを用いて，動水勾

配を求めた．動水勾配と起伏量は斜面崩壊発生確率モ

デルの代入値として利用した．地形データの解析には

米国地質調査所(USGS)の作成した HYDRO1k を用いた．

起伏量はグリッドセル内における地形の高低差と定義

し，最高標高と最低標高の差から求めた．斜面傾斜度

は標高データを基に隣り合うメッシュとの標高差から
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図 1 タイの土地利用分布図 



最も急になる角度を抜き出すことにより求めた．経済

損失額予測の推定に用いた，土地利用データにはタイ

の土地開発局(Land Develop Department)のデータを用

いた．図 1にタイの土地利用分布図を示す．  

 

4. 解析方針 

 本研究では現在気候，近未来，遠未来における再現

期間の降雨極値の比較により豪雨の将来変化を推定し

た．豪雨の将来変化と小野らが推定した各再現期間の

日降雨極値を組み合わせることにより，各期間，各GCM

における各再現期間の日降雨極値の空間分布を推定し

た．次に，現在気候，近未来，遠未来における各再現

期間の日降雨極値を斜面崩壊発生確率モデルへ入力し，

斜面崩壊発生確率の将来展望を導く．推定された各再

現期間の斜面崩壊発生確率と経済損失額予測モデルを

用いて斜面崩壊による年期待被害額の将来展望を導く． 

5. 解析結果と考察 

 図 2に現在気候，近未来，遠未来における再現期間 5

年の斜面崩壊発生確率の分布図を示す．図 2より北部

で 35%から 90%の斜面崩壊発生確率を示すグリッドが

急増しており，遠未来においてはその変化がより顕著

であった．東南部でも 50%から 90%を示す斜面崩壊発

生確率のグリッドが急増していた．近未来から遠未来

にかけてタイ全域で斜面崩壊発生確率は増加していた．

次に，斜面崩壊発生確率の分布図を用いて斜面崩壊に

よる年平均期待被害額を土地利用毎に推定した．今回

は例として，畑の年平均被害額の分布図を近未来，遠

未来において図 3に示す．現在気候から近未来に変化

することによって，東部から中央部にかけて 1500 万バ

ーツ以内の期待被害額を示すグリッドが急増しており，

被害を受ける地域の拡大が認められた．近未来から遠

未来への変化に伴い，東部から中央部への被害をうけ

る地域の拡大変化はさらに顕著に認められ，最大 2300

万バーツの期待被害額を示すグリッドも出現していた．

また，南部では農作物として果樹類の生産が著しい．

こうした細分分析も今後必要である．作物による考察

を述べると，全体的に果樹類の出荷額は高い傾向を示

す．しかし，果樹類は林地に広がっており，森林によ

る降雨強度減少も指摘できる．今後，考察が必要であ

る． 
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図 2 斜面崩壊発生確率(rcp8.5 左：近未来 

右：遠未来) 

 

図 3 年平均期待被害額(RCP8.5 左：近未来 

右：遠未来) 
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